  9.　被災者支援と世帯主主義問題　

	

	【問題提起】
　災害被災者の支援金制度が世帯主に支給される制度となっているため、さまざまな矛盾が露呈しています。被災者生活再建支援法は被災した世帯主に支給される支援金のため、世帯主になりにくい女性にとって不利となっています。また災害弔慰金制度も生計維持者であったかどうかで支給額が異なります。こうした制度を援用して運用される義援金制度にも矛盾が起こります。災害支援における世帯主主義は、被災者のニーズを聞き取るときにも起こります。

①　被災者生活再建支援法の世帯主主義

　　「被災者生活再建支援法」の第三条には「都道府県は、当該都道府県の区域内において被災世帯となった世帯の世帯主に対し、当該世帯主の申請に基づき、被災者生活再建支援金（以下「支援金」という。）の支給を行うものとする」となっています。東日本大震災では、被災者生活再建支援制度は被災世帯の「世帯主」に支給されることとなり、複数世帯の全壊世帯には基礎支援金100万円、加算支援金（建設・購入200万円、補修100万円、賃借50万円）等の支援金が支給されることとなりました。2012年11月20日現在、約17万5,000世帯が基礎支援金を受給しています（朝日新聞2013年１月７日）。世帯主に支給されるため、被災時には三世帯が同居していたが、その後世帯が分かれたり、別居や離婚した夫婦などでこの支援金が入らず生活再建に支障をきたしている事例が見受けられます。この被災者生活再建支援法はそもそも生活再建のための法律として議員立法でできたものですが、その後住宅再建により比重がかかっているとはいえ、こうした運用がよいのか疑問があります。

　　国勢調査によると約80％の世帯では男性が世帯主です。世帯全体にこの支援金がゆきわたることが前提だがそうはなっていない例もあることが相談事例でわかっています。

　　「津波で家が流された。義援金は父がすべてとってしまった。不服申し立てをしたがとりあってもらえなかった。生活再建支援金も６月ごろ申請したが父が妹と３人分を取ってしまった。父は２、３カ所も家をもっているのに、自分は住むところもない。世帯単位になっているのがおかしい」という事例もあります（しんぐるまざあず・ふぉーらむが行ったパープルホットラインの相談例）。また河北新報2012年１月29日の記事「失望／実質２世帯　制度の壁／支援金支給　一方のみ」でも、直前に仙台市で三世代同居したために義援金も被災者生活再建支援金も１世帯分しか支給されず、その後世帯が分かれて別々に暮らすようになっても支援金が入らないために生活が苦しいという実情が訴えられています。

②　災害弔慰金制度について

　　災害弔慰金は災害で死亡した遺族に弔慰金が支給されるもので、死亡者が災害弔慰金を受給するものの生計を主として維持していた場合に500万円、そのほかの場合は250万円と半額になります。夫が津波で亡くなり、妻が弔慰金を受給する場合、妻の年収が給与年収で103万円を超えると夫に扶養されていたとみなされず、支給される災害弔慰金は250万円となるのです。「災害弔慰金支給法」施行令の第一条の二で定められています。この103万円という限度額はこれ以上働くと夫に配偶者控除の対象外となり妻も課税される額と同じです。同じ遺族でありながら、遺された妻と共稼ぎだったら専業主婦だった場合より弔慰金が半額になることになります。他方、妻の死亡に対する夫への弔慰金はほとんどが250万円となってしまうことになります。妻が主たる生計維持者ではない場合が多いからですが、妻が亡くなったことで家事育児も十分に担えずさまざまな困難が父子世帯に押し寄せています。

③　義援金制度の矛盾

義援金制度は自治体ごとに異なりますが、支給対象は死亡・行方不明になった人の遺族、あるいは全壊・半壊世帯の世帯主となっている例が多く見受けられます。このため世帯主に義援金が入っても、家族の中でこの支援の恩恵を受けられない方がいます。

④　被災者台帳の世帯主主義

そもそも被災者台帳が世帯単位であることも問題です。被災者のニーズを聞き取るときにも世帯主だけに聞くことで、被災地域の問題が把握できるとは思えません。むしろ世帯主以外の人のニーズを取りこぼしてしまうこともあるでしょう。東日本大震災でも多くの自治体の調査は世帯主に行われていますが、中には福島県葛尾村の住民意向調査のように、調査対象を「15歳以上の全村民（中学生は除く）」としているところもあります。（http://www.reconstruction.go.jp/topics/20121016_sokuhou_katurao.pdf）

⑤　種々の実態調査、生活再建等意向調査等における調査対象

　　自治体及び様々な実施主体による被災者の生活実態や生活再建等の意向調査がありますが、対象者の大半は世帯主であり、妻やその他の世帯員の意識や要求が反映されない結果となっています。こうした調査においては注意深く調査対象を設定し、世帯構成員の意向の相違といった複雑な事情をも考慮して、支援方策に反映させる必要があります。

	


【処方箋－１】被災者支援の世帯主主義を改める

①　被災者生活再建支援法の被災世帯主主義を改める

　　そもそもこの法律は災害時の被災者個人に対する公的支援がなかった日本において、阪神・淡路大震災の被災者の粘り強い運動によって議員立法で1998年に成立した画期的なものです。しかし、当初からの欠陥であった世帯主要件は改められないままです。そこで被災世帯主主義を改めるため、被災者生活再建支援法の三条を改正することが必要です。また改正においては、この法律が住宅再建の支援の要素と生活再建の要素があることを考慮することが大切です。

②　災害弔慰金制度の主たる生計維持者規定を改める

　　災害弔慰金制度の主たる生計維持者に500万円、それ以外の場合に250万円という規定は災害弔慰金支給等に関する法律施行令第一条の二に定められています。主たる生計維持者以外の人に対する支給額の減額による不公平や、支給額の格差によって生じる問題を解消するために施行令を改正する必要があるでしょう。

③　義捐金の支給を個人単位に改める

　　義援金の配分については各自治体によっています。2013年に入ってからも第４次配分が行われている自治体もあります。この配布についても世帯主に義援金が交付されることで不利益を被ることがないような配分が求められます。

④　被災者台帳を個人単位に

　　自治体ごとにつくる被災者台帳を世帯単位にも個人単位にも記入できるように改めることも必要です。阪神・淡路大震災後、西宮市で開発された「被災者支援システム」は個人単位でも世帯単位でも対応可能です。個人単位の支援を可能とするために、個人を単位にした被災者台帳が必要です。

⑤　被災者支援にかかわる意向調査等では、家族構成員の意識・要求を配慮して行う

　　支援対策を実施する根拠となる意向調査等について、世帯主（主に男性）だけを対象とせず、配偶者（妻）を含め、高齢者や若者、必要に応じて子どもをも対象とし、世帯主の意向だけに偏らない対策を作成することは重要です。そのことは、被災地の復興まちづくりをより住民のニーズに合う、豊かな内容にします。
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